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最新情報




事業承継税制と期限確定（ジャニ－ズ事務所・藤島ジュリ－景子の場合）　

2023年9月21日

295PV

事業承継税制



ジャニ－喜多川は、2019/7/9死亡、メリ－喜多川は、2021/8/14死亡で、藤島ジュリ－景子は双方から特例事業承継税の適用を受けていると考えられる。遅いほうの相続からは、相続税申告期限2022/6/14、相続事業承 […]

続きを読む




ストックオプションの税制その1（税制非適格と税制適格の会計・法人税・所得税）

2023年6月27日

153PV

税制非適格ストックオプション
税制適格ストックオプション
ストックオプション



（1）非適格税制ストックオプション（問1無償・有利発行） 所得税Q&Aは、数値事例は、問3の税制非適格（信託型）をモデルとしているようですが、平成１８年財務省は実際の会計事例によるようです。以下この財務省モデルの […]

続きを読む




信託型ストックオプションの論点

2023年6月14日

145PV

税制非適格ストックオプション
税制適格ストックオプション
ストックオプション



本日の日経新聞　当事者の発言 国税庁　山県哲也個人課税部長 考案者　松田良成弁護士 導入企業服部祐輔取締役が発言している 事前照会について 国税庁　「信託型のスキ－ム全体の説明を受けたうえで「給与所得にならない」 と回答 […]

続きを読む




ストックオプション税制の激震（信託型SOの給与課税と税制適格行使価格の明確化）

2023年6月5日

1215PV

税制適格ストックオプション
ストックオプション



ストックオプション税制の激震（信託型SOの給与課税と税制適格SOの行使価格計算の明確化）   広範に採用された信託型ストックオプション（信託型SO）に対する給与課税 ５月２９日に、「国税庁と経済産業省によるスタ […]

続きを読む




上場企業個人株主（実質大口株主）の配当所得課税の変更

2021年12月17日

552PV

令和４年度改正



現行は上場企業個人株主は持株割合が3％以上の場合総合課税、3％未満の場合分離課税です。 令和５年１０月１日以後支払われる配当からの変更となります。 対象者は持株割合が3％未満の個人株主で、かつその上場企業株式を保有する持 […]

続きを読む





		


	

	
	

	    
    
		
	
		
	



カテゴリー

				税制非適格ストックオプション

	税制適格ストックオプション

	ストックオプション

	令和４年度改正

	令和３年度改正

	配偶者居住権

	令和2年度税制改正

	遺留分

	平成31年度税制改正

	事業承継税制

	自社株評価

	組織再編成税制

	未分類




			

		
		最近の投稿

			
					事業承継税制と期限確定（ジャニ－ズ事務所・藤島ジュリ－景子の場合）　
											2023年9月21日
									
	
					ストックオプションの税制その1（税制非適格と税制適格の会計・法人税・所得税）
											2023年6月27日
									
	
					信託型ストックオプションの論点
											2023年6月14日
									
	
					ストックオプション税制の激震（信託型SOの給与課税と税制適格行使価格の明確化）
											2023年6月5日
									
	
					上場企業個人株主（実質大口株主）の配当所得課税の変更
											2021年12月17日
									



		
PV数ランキング

	
問い合わせ (12,920pv)




	
特例承継計画、特例代表者、特例後継者とは (4,925pv)

特例承継計画の確認

 	
特例承継計画の確認は、贈与又は相続の事前に確認書の提出を行う

 	
提出期限は、平成３５年3月３１日

 	
当...


	
事務所情報 (4,888pv)

530-0044

大阪市北区東天満2-6-8篠原東天満ビル301

竹内税理士事務所

06-4800-7100


	
認定会社が外国子会社（外国会社）、孫会社を有する場合の納税猶予額の計算 (4,321pv)

贈与税の納税猶予、相続税の納税猶予については、措通70の7-14、70の7の2-16があり、この取扱いは逐条解説においてくわしい
評基通178の大会社、中会社...


	
相続時精算課税の贈与税の納税猶予における問題点は平成31年度改正で解消しました（再投稿） (4,013pv)

措法70の7の13項9号は下記に改正されました
措法70の7　13項
九号　第1項の規定の適用を受ける経営承継受贈者が第十五項、第十六項又は第二十一項の規定によ...
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